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日本企業の対中国投資に関する一考察

林 峰＊

�．はじめに

１９７８年中国の改革・開放政策が実施されて以

来、中日間の経済貿易協力が急速に発展し、日

本の対中国投資契約件数、実施総額は次第に増

加してきており、日本は中国の重要な貿易相手

国となっている。中日両国の経済の補完性と相

互依存関係がかつてないほど深まってきてい

る。

産業別にみれば、中国が日本から輸入してい

る商品のうち、７０％以上がコア部品、製造設備、

高性能原材料である。一方、中国から日本へ輸

出している６０％が消費財である。労働力からみ

れば、現在中国の人件費は日本の１／１５に過ぎ

ない。２０２０年でも日本の１／１０に至らないと予

測される。日本の学者の分析によると、中日産

業の補完度が８０％を超えるが、競争度は２０％以

下である。日本企業の対中国直接投資は中国の

技術、産業など各方面の発展を促進するほか、

中日経済協力を強めるとともに、日本経済回復

にも有利に働く。

ここ三十年、日本の対中国直接投資は３回の

ブームを迎え、非製造業から製造業へ転換し、

さらに製造業向けの投資が非製造業のそれを大

きく上回った。しかしながら、投資ブームが過

ぎてしまうと、日系製造業は中国から撤退し始

めた。本稿はこのような現状を踏まえて、日本

企業の対中国直接投資の特徴、戦略調整及び中

日両国企業間の協力関係を考察し、中日協力と

経済発展へ寄与したい。

�．日本企業の対中国投資の推移

日本の対中国直接投資の推移をみると、以下

のような５段階に分けることができる。各段階

には鮮明な特徴が窺える。

１９７９‐１９８２年、発足期。１９７８年中国の改革・

開放政策が実施され、１９７９年、「中華人民共和

国中外合資企業経営法」が全国人民代表大会で

了承された。しかしながら、１９７９‐１９８３年の間、

中日間の貿易・投資はまだ模索・試験段階にと

どまり、契約件数と実施総額とも少ないため、

中日貿易に根本な影響を与えることができな

かった。

１９８３‐１９８８年、発展期。日本の対中国直接投

資ブームが１９８４年から始まり、１９８０年代末まで

続いた。１９８７年に僅かの落ち込みを見せたが、

８０年代日本の対中国投資は全体的に増加傾向に

あった。１９８９年「天安門事件」の影響を受け、

欧米先進諸国は中国に対する経済制裁を実施し

たため、日本の対中国投資が３０．９％減少し、改

革・開放以来日本企業の対中国直接投資の最大

の減少額を記録した。

１９９０‐１９９７年、調整・成長期。１９９１年当時の

＊中国華僑大学工商管理学院教授
翻訳：黄 淑慎（長崎県立大学東アジア研究所特任職員）

長崎県立大学東アジア研究所『東アジア評論』第３号（２０１１．３）

－２２７－



日本首相は先進国による経済制裁が解禁される

前に中国を訪問した。このような背景を受け、

日本企業の対中国投資が再開し、投資が大幅で

かつ安定に増加した。このような傾向が９０年代

半ばまで続き、さらに１９９３年に再度ブームを迎

え、８６．５％の直接投資増加率を記録した。なお、

１９９７年アジア金融危機の影響を受けて、日本企

業の対中国直接投資増加率が大幅に減少した。

表１ 改革・開放後日本企業の対中国直接投資の推移

年 件数（件） 契約金額（億米ドル） 実施金額（億米ドル） 増加率（％）

１９７９‐１９８２ ２５ ７．６０ ０．８１ －

１９８３ ５２ ０．９５ １．８６ １２９．６

１９８４ １３８ ２．０３ ２．２５ ２１．０

１９８５ １２７ ４．７１ ３．１５ ４０．０

１９８６ ９４ ２．８３ ２．６３ ‐１６．５

１９８７ １１３ ３．０１ ２．２０ ‐１６．３

１９８８ ２３７ ２．７６ ５．１５ １３４．１

１９８９ ２９４ ４．３９ ３．５６ ‐３０．９

１９９０ ３４１ ４．５７ ５．０３ ４１．７

１９９１ ５９９ ８．１２ ５．３３ ７５．７

１９９２ １，８０５ ２１．７３ ７．１０ ３３．２

１９９３ ３，４８８ ２９．６０ １３．２４ ８６．５

１９９４ ３，０１８ ４４．４０ ２０．７５ ５６．７

１９９５ ２，９４６ ７５．９２ ３１．０８ ４９．８

１９９６ １，７４２ ５１．３１ ３６．７９ １８．４

１９９７ １，４０２ ３４．０１ ４３．２６ ‐１７．６

１９９８ １，１９８ ２７．４９ ３４．００ ‐２１．４

１９９９ １，１６７ ２５．９１ ２９．７３ ‐１２．６

２０００ １，６１４ ３６．８０ ２９．１６ ‐１．９

２００１ ２，０１９ ５４．２０ ４３．５０ ４８．９

２００２ ２，５１４ ５３．００ ４８．２０ １０．８

２００３ ３，２５４ ７９．５５ ５０．１０ ３．９

２００４ ３，４５４ ９１．６２ ５４．５２ １５．１７

２００５ ３，２６９ １１９．２０ ６５．３０ １９．７８

２００６ ２，５９０ ９９．０８ ４５．９８ ‐２９．５８

２００７ １，９７４ － ３５．８９ ‐２１．９４

２００８
（１‐８月）

９５５ － ２６．７７ －

資料：中国対外貿易経済合作部統計データより著者作成。
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と同時に、１９９０年代日本国内経済の低迷が続く

ことも、日本企業の体力を弱め、対中国投資の

減少に拍車を掛けた。また日中間貿易関係によ

る摩擦も、日本の対中国投資にマイナスな影響

を与えた。

２０００‐２００６年、新しい発展期。この時期の増

加ベースが１９９０年代より低く、実施ベースでの

年均増加率が３．０％であり、同期における中国

が日本以外から受入れた外資の増加率より低い

が、アメリカ、EUの対中国投資増加率より３％

高かった。

２００６年以来、日本の対中国直接投資が減少傾

向にある。日本投資の落ち込みは中国での地

代、人件費の高騰のほか、中国に対するリスク

意識の高まりにも起因している。

表２ 日本の対中国投資構成比の推移

年
契約件数（件） 実施額（億米ドル）

日本 世界計 比重（％） 日本 世界計 比重（％）

１９８６ ９４ １，４９８ ６．２８ ２６，３３５ ２２４，３７３ １１．７４

１９８７ １１３ ２，２３３ ５．０６ ２１，９７０ ２３１，３５３ ９．５

１９８８ ２３７ ５，９４５ ３．９９ ５１，４５３ ３１９，３６８ １６．１１

１９８９ ２９４ ５，７７９ ５．０９ ３５，６３４ ３３９，２５７ １０．５

１９９０ ３４１ ７，２７３ ４．６９ ５０，３３８ ３４８，７１１ １４．４４

１９９１ ５９９ １２，９７８ ４．６２ ５３，２５０ ４３６，６３４ １２．２

１９９２ １，８０５ ４８，７６４ ３．７ ７０，９８３ １，１００，７５１ ６．４５

１９９３ ３，４８８ ８３，４３７ ４．１８ １３２，４１０ ２，７５１，４９５ ４．８１

１９９４ ３，０１８ ４７，５４９ ６．３５ ２０７，５２９ ３，３７６，６５０ ６．１５

１９９５ ２，９４６ ３７，０１１ ７．９６ ３１０，８４６ ３，７５２，０５３ ８．２８

１９９６ １，７４２ ２４，５５６ ７．０９ ３６７，９３５ ４，１７２，５５２ ８．８２

１９９７ １，４０２ ２１，００１ ６．６８ ４３２，６４７ ４，５２５，７０４ ９．５６

１９９８ １，１９８ １９，７９９ ６．０５ ３４０，０３６ ４，５４６，２７５ ７．４８

１９９９ １，１６７ １６，９１８ ６．９ ２９７，３０８ ４，０３１，８７１ ７．３７

２０００ １，６１４ ２２，３４７ ７．２２ ２９１，５８５ ４，０７１，４８１ ７．１６

２００１ ２，０１９ ２６，１４０ ７．７２ ４３４，８４２ ４，６８７，７５９ ９．２８

２００２ ２，７４５ ３４，１７１ ８．０３ ４１９，００９ ５，２７４，２８６ ７．９４

２００３ ３，２５４ ４１，０８１ ７．９２ ５０５，４１９ ５，３５０，４６７ ９．４５

２００４ ３，４５４ ４３，６６４ ７．９１ ５４５，１５７ ６，０６２，９９８ ８．９９

２００５ ３，２６９ ４４，０１９ ７．４３ ６５２，９７７ ７，２４０，５６９ ９．０２

２００６ ２，５９０ ４１，４９６ ６．２４ ４７５，９４１ ７，２７１，５００ ６．５５

２００７ １，９７４ ３７，８９２ ５．２１ ３５８，９２２ ８，３５２，０８９ ４．３０

資料：中国商務部データより著者作成。
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�．日本企業の対中国投資の発展特徴

１．製造業向け投資の集中

日本の対中国投資の最初数年は模索段階にあ

り、非製造業への投資を主とした。しかしなが

ら、表３から分かるように、ここ２０年、日本の

対中国投資は非製造業から製造業へ転じた。製

造業のシェアは１９８９年の４７％から１９９３年の８１％

まで増加した。製造業が占める割合は変動しつ

つあるも、安定的と言ってよい。２００８年まで、

日本の対中国投資に占める製造業の割合が平均

７０％以上で、対中国投資は依然として製造業に

偏っていることが窺える。また、製造業の中で

も、電機、繊維、機械、化学などの業種に集中

している。

２．沿海地域の集中

日本による投資が沿海地域に集中する理由と

して、沿海部のインフラが内陸部より整備され

ており、経済発展が速いことが挙げられる。１９９０

年代日本企業の中国沿海部に対する投資は全体

の８１．３％を占めており、一方、内陸部に対する

投資の割合は１８．７％であった。日系企業は大

連、上海、北京、江蘇、天津、山東に集中し、

次第に珠江デルタ、華南地域などの中国東部沿

岸部へシフトした。１９９３年から中国内陸部、例

えば�西、貴州、四川などへの投資が始まった。

沿海部と比べてみれば、内陸中西部地域が受入

れた日本投資が少ない（表５、表６参照）。

表５と表６のデータを比較してみれば、中国

に進出した日本企業が大幅に増加したが、中西

表４ 日本製造業の対中国直接投資の推移

８０年代後期 ９０年代前期 ９０年代後期 ２０００年～

地域 珠江デルタ
大連
珠江デルタ

珠江デルタ
揚子江デルタ

珠江デルタ
揚子江デルタ
環渤海経済圏

業種
繊維、雑貨、
食品加工

繊維、雑貨、食品、電
機、オートバイク、自
動車

繊維、雑貨、食品、電
機、機械、化学デジタ
ル部品、機械部品

繊維、雑貨、食品、電機、
機械、化学、デジタル部
品、機械部品、ソフトウェ
ア、自動車

資料：日本財務省データより著者作成。

表３ 日本の対中国直接投資の業種別構成比

年
製造業 非製造業 その他 合計

投資額
（億円）

シェア
（％）

投資額
（億円）

シェア
（％）

投資額
（億円）

シェア
（％）

投資額
（億円）

シェア
（％）

１９８９ ２７６ ４７．０２ ３１０ ５２．８１ １ ０．１７ ５８７ １００．００

１９９３ １，５８７ ８１．２２ ３１５ １６．１２ ５３ ２．７１ １，９５４ １００．００

１９９７ １，８５７ ７６．１７ ５４９ ２２．５２ ３２ １．３１ ２，４３８ １００．００

２００１ １，６０６ ８８．２９ ２０９ １１．４９ ３ ０．１６ １，８１９ １００．００

２００３ ２，７７３ ７８．０５ ７０６ １９．８７ ７４ ２．０８ ３，５５３ １００．００

資料：日本大蔵省データより著者作成。
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図１ 日本の対中国製造業と第三次産業投資の推
移（１９９５‐２００４年）

資料：日本財務省データより著者作成。

部地域への進出は東部地域より少ないことが明

らかである。さらに、東部地域の急速な発展及

び生産コストの高まりに伴い、日本企業は投資

戦略を調整することとなり、労働集約型産業か

ら資本技術集約型産業へ移転した。その結果、

東部における技術集約型産業、ハイテク産業の

発展が中西部より速くなった。

�．変化を見せる日本の対中国投資戦略

１．投資分野の変化

１９８０～１９８９年、日本の対中国投資の多くが第

三次産業に集中しており、１９９０年に入ってか

ら、製造業の比重が初めて第三次産業を上回っ

た。しかしながら、近年来、日本企業は再び第

三次産業への投資を拡大している。

２００６年以来、中国政府は次第に流通、金融な

どのサービス業を開放し、日本企業は投資分野

の見直しを加速化した。流通小売業界では、三

井物産、双日商社などの大手商社は中国で子会

社、または中国企業との合資会社を設立した。

金融業界では、みずほ銀行と三菱東京 UFJ銀

行は相次いで許可を得て法人銀行を設立した。

リース業界では、日本最大のリース企業オリッ

クスのほか、東京リースと中央リースも相次い

で中国現地法人を立ち上げた。日本財務省が公

表した統計データによると、２００６年日本の対中

表５ 中西部主要地域の日本企業進出状況
単位：社

年
地域

１９８６ １９９５ ２００３

�西 ３６ ５５ １０２

四川 １１ ４８ １６８

貴州 ２１ ２２ １１

寧夏 ２ ３ ７

甘 ２２ ２２ ２４

湖北 ３８ ５２ ７８

雲南 ３５ ３５ ４５

青海 ４ ４ ３

湖南 ９ １９ ２８

新疆 ８ １２ ７

資料：中国における日本企業進出状況 http://finance.
qq.com/a/20050427/000287.htm
及び「伊梅名録在中国日系企業データバンク」
より著者作成。

表６ 東部主要地域の日系企業進出状況
単位：社

年
地域

１９８６ １９９５ ２００３

上海 ５００ ９０１ ６，１２６

遼寧 １２８ ３３４ ２，１４２

山東 ４２１ ５３８ １，６７８

江蘇 ３７６ ３９３ ６０９

天津 ４３５ ５３８ ９４９

北京 ５００ ５０５ ８８２

浙江 １３３ ２１３ ７６２

広東 ２２ ２６０ ４８６

福建 １３３ １７４ ４４１

資料：中国における日系企業進出状況 http://finance.
qq.com/a/20050427/000287.htm
及び「伊梅名録在中国日系企業データバンク」
より著者作成。
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国投資実施額は６１．６４億米ドルであり、うち金

融、リース、流通などサービス業への投資は

１５．６６億米ドルで、総額の約１／４を占めてい

る。過去のデータと比べてみると、金融、流通

などのサービス業における日本対中国直接投資

の割合が増加し、投資構造が大きく変化した。

一方、中国から撤退した日系製造業も多くなっ

てきた。

日本製造業の対中国投資周期と日本企業の対

中国投資及び世界マクロ経済の景気周期と関連

している。金融危機が勃発した時、日本の中国

製造業向けの投資も落ち込んだ。業種からみれ

ば、中国から撤退した日本企業の多くは製造業

である。統計によると、すでに中国から撤退し

た企業の７２％が製造業に集中している。地域か

らみれば、撤退した日系企業の多くは揚子江デ

ルタと珠江デルタに集中している。これらの地

域は中国で人件費の高騰が一番激しい、土地、

電気など生産要素の供給が一番不足している地

域でもある。中国東北部の遼寧省では、日系企

業は主に瀋陽、大連に集中している。この２都

市の人件費の値上げ率は遼寧省内ほかの都市を

大きく上回っており、揚子江デルタ、珠江デル

タの状況と似ている。

２．進出様式の転換

中国に進出している日本企業は主に合資、合

弁と独資の経営様式を採用している。対中国投

資が発足した頃、中国に進出した日本企業の多

くは合資経営を採択し、その割合が１９９９年時点

で６２％以上となった。中国における投資環境の

改善、特に外商直接投資向けの各種政策の実施

につれて、進出様式に根本的な変化が起きた。

中国のWTO加盟後、このトレンドがさらに顕

著となり、２００２年日本企業が投資したプログラ

ムに占める独資企業の割合が６５％以上に伸び

た。中国における日系独資企業がますます力強

くなり、契約件数にしても、実施金額にしても

中日合資企業と中日合弁企業を遥かに上回っ

た。さらに、合資企業の多くは日本側の持ち株

比率が圧倒的であることを前提としている。た

とえ設立当初中国側の持ち株比率が高い企業で

も、増資の際日本側が持ち株を増やし、中日合

資企業の筆頭株主になるケースが多い。中国側

の株を買い取り、合資企業を独資企業にする動

きも一部の日本企業において現れている。

３．進出企業の現地化

欧米、韓国企業の中国進出、それに中国企業

の自前ブランドの成長に伴い、中国における日

本企業及び日本製品の優位性が失われてきた。

中国市場を取り戻すため、多くの日系企業は経

営戦略を変更するとともに、現地化のベースを

速めた。日系企業の現地化は企業内部の日本人

従業員を減らすのではなく、一部の日本人従業

員を日本人従業員が担当すべき職位と部署に異

動させ、その他の職位と部署を現地の人に任せ

るようになった。いわゆる「最適な現地化」で

ある。これは中国における日系企業の現地化に

とても有意義である。

�．日本企業の対中国投資戦略調整の要
因

１．生産コストの高騰

� 人件費の高騰

中国が「世界の工場」と呼ばれた一番大きい

な理由は労働力が豊富でかつ廉価からである。

しかしながら、中国の経済的実力、生活水準の

高まりに伴い、中国労働力のコスト優位性が失

われてきた。中国の最低賃金は毎年２０％のペー

スで伸び、毎年４０％の伸び率を維持している沿
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海都市さえある。ドイツ『経済タイムズ』紙の

報道によると、１９９８年から２００４年まで、中国の

年平均賃金増加率は８％～１２％であった。同期

におけるフィリピン、インドネシア、インド、

ベトナム及びラオスの賃金増加率を上回った。

� 環境コストの増加

外資が中国へ資金と技術を持ち込んだと同時

に、中国に深刻な環境問題をもたらした。中国

における環境保護意識の向上につれて、各地方

政府は相次いで新しい政策を打ち出した。近い

うち、省エネルギー、低汚染は地方政府が外資

導入の新基準となると考えられる。ここ数年、

中国は一連の環境保護法を制定、通常 GDPの

成長を重視する一方、「グリーン GDP」の評価

にも力を入れている。

全体的に言えば、生産コストの投入からみる

と製造業は非製造業より高い。中国から撤退し

た日系企業のほとんどが製造業であり、労働集

約型製造業が特に多い。人件費と原材料価格の

高騰は日系製造業の生産コストを高め、中国か

ら撤退するまでに追い込んだ。

２．優遇政策の調整

改革開放初期、より多くの外国企業を中国に

誘致するため、中国は関連優遇政策を策定した。

税収の面では、中国は「税収優遇化、手続簡略

化」の外資関連税収政策を貫き、外資企業の税

収減免に関する規定を３０数項目設けた。これは

外資企業が中国国内企業より収益が多くなる重

要な原因のひとつである。外資産出が工業総産

出に占める割合と外資関連税収総額が中国税収

総額に占める割合を比べてみれば、中国政府が

外資企業に与える優遇政策の推移が窺える。

表８ 中国が外資企業に対する税収優遇政策の推移 単位：％

年 外資産出：工業総産出 外資関連税収：税収総額 納税構成比：産出構成比

１９９２ ７．１ ４．３ ６０．６

１９９４ １１．３ ８．５ ７５．５

１９９６ １５．１ １１．９ ７８．８

１９９８ ２４．０ １４．４ ６０．０

２０００ ２２．５ １７．５ ７７．８

２００２ ３３．４ ２０．５ ６１．４

２００４ ３１．４ ２０．８ ６６．２

２００６ ３１．６ ２１．２ ６７．１

資料：歴年『中国統計年鑑』より著者作成。

表７ アジア発展途上国一人当たり年収ランキング

中国 フィリピン インドネシア インド ベトナム ラオス

世界ランキング １０９ １１１ １２２ １３４ １３９ １５４

一人当たり
年収（米ドル）

１，１００ １，０８０ ８１０ ５３０ ４８０ ３２０

資料：インターネット関連資料より著者作成。
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企業の納税と産出の比例は１：１のはずだ

が、表８が示されたように、外資における納税

と産出の比例が１未満である。ここから中国は

外資企業に与える優遇政策のメリットが大きい

ことが窺える。それゆえに、外資企業の投資リ

ターン率は中国国内企業より高い。

中国の外資吸引制度の健全化及びWTO加盟

に伴い、外資政策は税収面における奨励から公

平的な競争へ転換した。２００７年３月１６日、中国

第１０回全国人民大会において「中華人民共和国

所得税法」が了承された。新しい「企業所得税

法」は外資企業に対する優遇政策のさらなる基

準化、統一化、正規化、規範化を図ることを明

文化した。この法律の実施はコアコンビタンス

を所有していない、優遇政策依存度の高い中小

企業への影響が大きい。中国から撤退した日系

製造業の多くはこの類型の中小企業である。こ

れらの企業は生産経営規模を縮小し始め、東南

アジアへ投資先を転換した。中国国務院は２００５

年１２月に「産業構造調整に関する暫定規定」を

実施し、業種を奨励類、制限類、淘汰類に分類

した。奨励類に対しては優遇政策を採用し、淘

汰類（外資を含む）に対しては投資を固く禁止

したうえ期限内に淘汰すると決めた。言い換え

れば、中国も外資の導入を厳選し始めた。この

ような背景を受けて、日系中小製造業は厳しい

状況に耐えられず相次いで撤退を選んだ。

３．人民元の為替変動

近年来、人民元の切り上げも日系製造業撤退

の要因となった。全体的に言えば、人民元切り

上げは輸入にプラスの影響を与えるが、輸出に

マイナスの影響を与える。しかしながら、中国

における日系製造業の多くは中国で生産し、海

外へ輸出する戦略を採択している。輸出が見込

めない場合、中国の日系製造企業は輸出を控え

なければならなくなり、これは利潤最大化とい

う中国投資の最終目的の実現を困難にする。人

民元の切り上げは元で表示している海外のエネ

ルギー、原材料など生産要素の価格を低下さ

せ、石油、電力など輸出に依存度が高い業種の

コストを低くする。しかしながら、原材料調達

が輸入に頼らず、製品が輸出必要な業種への打

撃が大きい。それはこれらの企業は、長期的に

廉価な労働力と輸出税金払い戻しに頼って利潤

を得ているからである。

４．中国における日本企業の産業優位性の低下

日本企業は自動車、家電、携帯などハイテク

産業向けの対中国投資が迅速に拡大されたが、

産業優位性が顕著でない。製造業内でも、自動

車製造業以外の分野への投資規模はいずれも欧

米企業を下回っている。アメリカは電力とソフ

トウェアに対する投資において顕著な優位性を

持っている。近年来、韓国の紡績、デジタル通

信設備製造業に対する投資も好調で、顕著な規

模的優位性を見せている。中国市場の位置づけ

と発展見込みに対する予測が比較的に控え目な

ため、日本企業は自動車市場シェアで欧米企業

に負け、かつて勝ち抜いた家電製品にめぐって

も、迅速に成長してきた中国企業間との競争が

待ち受けており、中国市場における優位的地位

を維持できなかった。

中国のハイテク産業に占める日系企業の割合

は比較的に低い。関連統計によると、日本が中

国に移転した技術のほとんどは一般技術であ

り、半数以上の在中国日系企業の技術レベルは

日本国内企業より低い。在中国日系企業の研究

開発に対する投資が年々多くなってきたが、現

地市場向けの応用型研究開発がメインである。

欧米の大手多国籍企業はすでに地域的、グロー

バル的な研究開発センターを中国に移転してき
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ているのに対して、多くの日本企業はハイテク

製品の研究開発と生産を日本国内へ移転する。

このような控え目な態度は中国における日系企

業の産業地位にダメージを与える。

�．日本企業の対中国投資に関する助言

１．中日経済政策の協調と協議を強める

中日経済政策協調メカニズムを構築し、中日

経済協力を強めることが両国の経済発展の共通

ニーズである。特に双方の貿易協調メカニズム

を強め、貿易統計方法を統一することが急務で

ある。中国側の統計では、２０００年中日貿易が大

幅に増加し、上半期中国側の１３．７億米ドル赤字

から、下半期の中国側１．４億米ドルの黒字へ逆

転し、均衡的な発展体勢を維持している。一方、

日本側の統計では、日本の対中国貿易赤字は

２４９．３億米ドルにも達し、上半期より２７．４％悪

化し、史上最大の赤字規模を記録した。

双方の統計方法における相違は投資貿易状況

に対する誤解を招き、貿易摩擦を引き起こすこ

とが考えられる。統計方法を統一すると同時

に、政治、経済、法律に対する相互理解を強め

る必要がある。相手の文化を評価し誤解と衝突

を回避するため、特に相手国の社会文化、例え

ば、価値観、生活様式、コミュニケーション手

段に対する理解を深めことが大切である。奇跡

を起こした日本の経営モデルはそのまま中国に

適応できるとは限らないため、中国の特殊な文

化と融合し、補完的に発展して異文化に対する

適応能力を高めるとともに、自身の特徴を取り

入れて相互的な信頼・理解の協調メカニズムを

構築すべきである。こうしてこそ初めて日本企

業は中国でもっと長らく発展できるだろう。

２．日系企業の投資環境を改善する

中国は主幹産業とインフラに対する投入を拡

大し、交通、通信、環境などを含むハードウェ

アの改善、インフラの整備を続けなければなら

ない。投資環境の改善は中国における外資企業

の生活・活動に便宜を与えるほか、外資の誘致

にも有利である。政府は先進国の経営上の経験

を参考し、中国の実情に合わせて、法律体制と

市場経済メカニズムの改善を通して公平でかつ

合理的な労働法、競争法を実施することが必要

である。対等的な経済規範体制を構築し、外資

企業の知的財産権を確保して、投資利益関係

者、労働者の正当な利益を保障しなければなら

ない。

政府は外資企業へもっと全面で、かつ正確な

投資情報を提供し、よって、日系企業が情報を

獲得するコストと決済リスクを削減し、優遇政

策にひかれて中国市場に進出した日系企業の撤

退を回避する。多国籍企業投資の最新動向を把

握し、中国各地域の産業、市場、人的資源、政

策環境などの情報を十分に理解させ、情報不足

による撤退を回避する。

３．産業構造高度化を促進する

中国は外資構造を見直し、産業構造高度化を

促進し、日系製造業における労働集約型産業か

ら資金、技術集約型産業への転換を奨励する。

日系企業を専門的で、かつ技術的な自動車部品

生産分野へ発展させ、機械、紡績、原材料など

の伝統産業の産業構造改善に参与させ、企業の

技術レベルと製品レベルを高め、国際競争力を

向上する。しかしながら、外資構造転換の初期

では、各地域の実情によって区分し、東部地域

における日本資本導入の優位性を活かし、資金

集約型、技術集約型産業の発展に力を入れ、西

部における日系企業が少ない地域では、当該地
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域の資源労働力優位を活かし、撤退する中小企

業を中西部へ誘致し、労働集約型産業を発展す

る必要もあると考えられる。

４．産業の優位的地位を高める

日本企業はグローバル戦略における中国の位

置づけを再考すべきである。規模の効果を強調

すると同時に、現地法人の資源に対する統合を

強め、現地の関連企業、多国籍企業との協力を

促進し、現地企業と効率的なネットワークを構

築する。このネットワークを通して産業チェー

ンを延長し、加工製造工程から高付加価値工程

へ伸ばし、分散投資から集中投資へ転換すべき

である。産業チェーン包括型日系企業を誘致

し、中国で工場を設立するほか、川上における

開発、デザインと川下における物流・配送、販

売など一括に進出し、当該地域で産業クラス

ター協力システムを形成する。こうすることに

よって、産業チェーンの一環に経営上の問題、

ないしマクロ経営環境に変化が起きたとして

も、日系企業はすぐ撤退しないだろう。研究開

発、物流、販売などの重点プロセスに対する投

資の拡大を通して、技術、ブランドなどの面に

おける企業の総合的競争力を高めて、中国にお

ける日本企業経営戦略の調整を促進する。

５．研究開発を強める

中国の知的財産権体制を改善し、偽物の規制

と特許の保護を通して、日本企業の中国投資に

対する安心感を高める。中国における企業研究

開発センターの設立を奨励し、ハイテク技術の

生産を中国へ転換させ、競争優位と市場シェア

を維持し続けるために、中国の競争的な経営コ

ストだけを頼りにすることができないと日系企

業に認識させるべきである。中国における日系

企業の生産技術レベルとイノベーション能力を

向上する。一番いい製品と技術を頼りに、中国

で技術、人材とも優れている先端な技術企業を

設立し、ハイレベルの研究開発センターを建設

して、企業が継続的に発展することを支えると

ともに、知的財産権が保護されている前提下、

他の企業へサービスを提供する。さらに、日系

研究開発機構は明確な市場指向に基づき、効率

を重視し、中国における研究開発の発展に有利

に働く。このプロセスにおいて、国内関連企業

の技術と製品を厳しく審査し、相応する技術基

準、技術指導、製品サンプルを提供して、企業

の技術レベルと製品品質の向上を図る。

６．積極的に現地化を実施する

日系企業はその独特な経営モデルを活かし、

大量の現地人材を受け入れ育成する必要があ

る。そのうち、機械製造、耐久消費財を生産し

ている企業を中心とした方が望ましい。製造、

技術、品質管理などの日系企業の中核部門にお

いても、現地の経営・技術人材を数多く育成・

確保すべきである。「設備投資、新規出店の資

金準備」、「準備金の手配」、「ローカル・マーケッ

ト向けの製品開発プログラム」など日本の本社

の決断が必要な部分以外、現地における原材料

調達、経営陣雇用及び雇用条件などの詳細に関

しては、中国現地法人に一任してよい。

日系企業の現地化は中国消費者へ「現地企

業」というイメージを伝えることができ、消費

者にとって、日系企業の製品とサービスがより

受入れやすくなる。と同時に、日系企業は日本

の先進的な経営方式を活かしながら、現地の人

的資源を十分に活用して現地の環境に適応でき

る経営モデルを模索することもできる。現地社

会に溶け込むことによって、受入れ国の資金、

技術、人的資源をもっと効果的に運用でき、世

界的規模で効率よく資源配分ができる。
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